少数派株主保護の法理 : イギリス法とその示唆 by 森江 由美子 & Yumiko Morie






























































34(239) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(１) 早川勝 ｢イギリス会社法における少数株主保護の改正 圧制的行為
から不公正な侵害行為へ ｣ 商事法の解釈と展望 (上柳克郎先生還暦記
念) (有斐閣, 1984年) 139頁以下｡
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条), および監督是正権として, 新株発行・自己株式処分の差止請求権
(210条), 新株予約権の差止請求権 (247条), 総会招集権 (297条), 総会
検査役選任請求権 (306条), 累積投票請求権 (342条), 検査役選任請求権
(358条), 取締役・執行役の違法行為差止請求権 (360条・422条), 帳簿閲
覧権 (433条), 株主総会等の決議取消しの訴え (831条), 株主代表訴訟の






(６) Nicholas Bourne, Bourne on Company Law, (2008) at p. 182183.
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(８) Nicholas Bourne, supra note (6), at p. 182183.
(９) 2006年イギリス会社法改正前の株主代表訴訟を詳細に紹介するものと
して, 吉本健一 ｢イギリス会社法における株主代表訴訟 Foss v.
Harbottleのルールの形成と展開 ｣ 比較会社法研究 (奥島孝康先生還










また, 株主には, その他に各種の情報収集権も認められている｡ 具体的
には, 会社に対する株主名簿の閲覧・謄写請求権 (116条), 計算書類,
取締役報告書, 監査報告書, 取締役報酬報告書 (上場会社のみ) の閲覧・
謄写請求権 (431432条) が挙げられる｡ また, 株主, 債権者を含む誰で
も登記所において計算書類, 取締役報告書, 監査報告書を閲覧・謄写する
ことができる (10851092条)｡ さらに, 正当な理由が存する場合, 少数
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リス新会社法における株主代表訴訟制度｣ 比較法学43巻２号 (2009年) １
頁以下｡
(12) 中村康江 ｢イギリスにおける子会社の少数株主・債権者保護｣ 商事法
務1835号 (2008年) 40頁｡
(13) 旧210条は, コーエン委員会 (The Cohen Committee) の勧告の結果
導入された制度である｡
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カナダ会社法における制度の展開 ｣ 民商法雑誌98巻５号 (1988年)
536頁｡
(15) イギリス会社法上の抑圧救済制度については, 島本秀夫 ｢英国新会社
法に於ける群小株主の地位｣ 商法の諸問題 (竹田古希記念) (有斐閣,
1952年) 209頁以下, 蓮井良憲 ｢少数株主の保護 イギリス法 ｣ 広
島大学政経論集８巻４号 (1959年) 115頁以下, 北沢正啓 ｢少数株主保護
の一方法 イギリス会社法210条について ｣ 商法学論集 (小町谷古
希記念) (有斐閣, 1964年) 53頁以下 (同・株式会社法研究 (有斐閣, 1976
年) 323頁以下に所収), 池島宏幸 ｢少数株主の保護問題 (イギリス会社法
を中心として) 会社法改正の動向 (２) ｣ 法経論集20号 (1965年)
29頁以下, 中島史雄 ｢イギリス会社法210条の判例動向と立法課題｣ 早稲
田法学54巻 1・2 号 (1979年), 早川・前掲論文注(１)139頁以下, 山本忠
弘 ｢少数株主保護についての一考察｣ 現代株式会社法の課題 (北沢正啓先




















そして, 過去や将来の行為については, 条文上 ｢会社の現在もしくは将来
の作為または不作為｣ も含むことが明記された｡ さらに, 1989年の改正
により, 従来, 侵害の対象とされた ｢一部の構成員の利益｣ という部分が,
｢構成員の全部または一部の構成員の利益｣ と改正された｡
このようにして, 1980年代中葉以降, 不公正な侵害行為の救済制度は,
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(16) S H Goo, Minority Shareholders’ Protection A Study of Section 459 of the
Companies Act 1985, (1994) at p. 1516.


















二 Foss v. Harbottleルールとコモン・ロー上の代表訴訟の例外
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(19) Foss v. Harbottle, 2 Hara 461, 67 Eng. Rep. 189 (Ch. 1843).
本件では, 議会の個別法に基づいて設立された The Victoria Park
Companyの２名の株主が, 自己および被告以外のすべての株主のために,
取締役, 役員および一部の株主に対して, 損害賠償請求をおこなった｡






者は会社自らであるという原則 (Foss v. Harbottleルール) が確立した｡
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なされたものであり, 会社の利益を奪うことを目的とする計画に基づいて








副大法官である James Wigram卿は, 被告取締役らの行為による損害は,
原告株主に対するものではなく会社に対するものであることから, 株主は
訴訟を提起することが認められず, したがって, 会社が訴訟を提起すべき
である, と判断した｡ 唯一の問題は, 本件で主張される事実は, 以下の規
則 (rule) に背反することを正当化しうるかということである｡ すなわち




合もある, とする｡ しかし, その場合には, 株主総会の決議による提訴の
同意がなければ, そもそも訴訟の係属は認められないとした｡ Foss v.
Harbottleルールを詳細に紹介する文献として, 山田泰弘 ｢株主代表訴訟








(fraud on the minority) があること, および  不正行為者が会社を支配
して会社が自己の名で訴えを提起することを妨げていることを証明しなけ
ればならない｡ 当該詐欺とは, 普通法上の詐欺のみならず, 衡平法上広い
















当初, ｢抑圧｣ の意義については, ｢公正取引の基準からの明白な逸脱
(a visible departure from standards of fair dealing)｣ あるいは ｢株主とし
論
説





(lack of probity or fair dealing to a member in the matter of his proprietary
rights as a shareholder)｣ を要素とすると判例上理解されていた｡ これら
の概念的な説明は, 適用対象として株式会社一般を想定した普遍性のある







のである｡ したがって, 改正された1980年法の下での ｢不公正な侵害｣
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(23) 川島・前掲論文注(２)20頁｡
(24) Ebrahimi v. Westbourne Galleries事件判決 (1972年) について, 詳細
に記述されている文献として, 大野正道 ｢非公開会社の法理 社団法理
と準組合法理の交錯 ｣ (システムファイブ, 2007年) 209212頁｡
である｡ Ebrahimi事件判決を基礎とする解釈は, イギリスの裁判所が採
用した以降は, 他の旧英連邦諸国における解釈にも浸透していった｡ した
がって, イギリス法系の判例では, 株主の ｢正当な期待｣ を侵害すること
が, ｢不公正な侵害｣ に当たるとされ, 正当な期待を株主が有するか否か






る｡ しかしながら, 近年, 不公正な侵害行為の救済制度の公開会社への適
用例が散見されるようになるとともに, 抑圧や不公正な侵害行為の概念を,
閉鎖会社の特殊性に引きつけて理解し発展させてきた解釈の潮流にも変化




























このような価値の減少の例として, 旧210条に関する Scottish Co-
operative Wholesale Society v. Mayer事件 (1959年) が挙げられる｡ 本判
決は, 多数派株主が会社の事業と競合する自己の事業の利益のために, 会
社の事業を縮小させる方針をとったため, 会社の株式の価値が大幅に減少
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ただし, 推測に基づくものや曖昧性のある侵害は認められない｡ Re a






















Re a Company事件 (1985年008699号) において, Hoffmann裁判官は,
論
説
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(29) Ibid., at p. 5354.








に関する司法当局の姿勢を表している｡ 裁判所は, 現在, 多数派株主によ
る侵害行為を客観的視点から注視している｡ しかし, 不公正性の基準はや
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(31) Ibid.












られている｡ 株主は, 取締役による義務違反はないという, ｢正当な期待｣
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(33) Ibid., at p. 81.
(34) Ibid.
(35) Re Elgindata Ltd. [1991] BCLC 959.
それ以外のときは, 会社の駐車場に置かれており, 他の従業員による使用
は認められていなかった｡ また, 被告は自宅アパートの改修にかかった費
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(36) S H Goo, supra note (16), at p. 8081.












れ得ないという ｢正当な期待｣ を有しているか否かである｡ これは, Re a







する権利, 期待, 義務も保護することができる｡ ……準組合の一般的な事
例においては, 構成員が会社経営に参画し, かつ, その会社の従業員とし
論
説
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ったことを理由に, 不公正な侵害行為の主張は認められなかった｡)；Re a
Company (No. 007623 of 1984) [1986] BCLC362 ; Re a Company (No.
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(39) S H Goo, supra note (16), at p. 3536.
(40) Re Cumana Ltd., op. cit., [1986] BCLC 430.













不公正な侵害行為を構成するとされる｡ Vinelott裁判官は Re Ghyll Beck










誠実に行使しなければならないとされる｡ したがって, 株主は, これらの
論
説
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(42) Re a Company (No. 823 of 1987); Re Sam Weller & Sons Ltd. [1990]
BCLC 80 ; Roberts v. Walter Developments Pty Ltd. (No. 2) (1992) 10 ACLC
421.
(43) たとえば, Re G. Jeffery (Mens Store) Pty Ltd. (1984) 2 ACLC 421.
川島・前掲論文注(２)30頁｡
(44) Re Ghyll Beck Driving Range Ltd., op. cit., supra note 37. 川島・前掲
論文注(２)3031頁｡
要件を満たして行われた定款変更に対して, 意義を申し立てることはでき






































54(219) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(45) S H Goo, supra note (16), at p. 3940.
(46) Greenhalgh v. Arderne Cinemas Ltd. [1950] 2 All ER 1120.
(47) 川島・前掲論文注(２)33頁｡
(48) S H Goo, supra note (16), at p. 3940.
(49) Re Ringtower Holdings plc (1989) 5 BCC 82.
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(51) Ibid., at p. 39.
(52) Ibid.
(53) Re a Company (No. 002612 of 1984) [1985] BCLC 80.
(54) Re a Company (No. 007623 of 1984) [1986] BCLC 326.
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(58) Re a Company (No. 008699 of 1985) [1986] BCLC 382, S H Goo, supra











著名な判決として, 1948年イギリス会社法第210条が適用された Re H.


























58(215) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(59) 川島いづみ ｢少数派株主の保護と株主間の利害調整 (二)｣ 専修法学
論集 (1998年) 5860頁｡
(60) Re H. R. Harmer Ltd. [1959] 1 WLR 62 ; [1958] 3 All ER 689.
(61) 川島・前掲論文注(59)6263頁｡
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(63) Re a Company (No. 002612 of 1984) 2 BCC 99, 453.
(64) Whyte, petitioner (1984) SLT 330 ; (1984) 1 BCC 99, 044.
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(67) Anderson v. Hogg [2002] SC 190.
1985年会社法の459条は, 会社の構成員は, 会社の業務が会社の構成員




とができる, としている｡ 1983年, ある会社が設立され, 本原告と本被告
とが以前共同経営していた事業の一部を当該会社が引き継いだ｡ 株式の50
％は, 原告夫妻が保有し, 残りの50％を被告夫妻とその義理の妹が保有し
た｡ 役員は, 原告と被告のみであった｡ 当該会社は, 非公式に経営された｡
1989年２月, まだ正式に役員の立場にあった原告は, 事業に積極的に関わ
らなくなり, その後, 株主は事業を縮小し資産を売却することに同意した｡
このことを推し進める会議が, 1991年と1992年に開催された｡ 1996年, 原
告は, 被告が会社に対して次のものを返却すべき命令を求めて裁判所に申
立を提起した｡
 給料の不当な増額分およびボーナス報酬,  不当な年金拠出金
1,000ポンド,  貸付利子1,894ポンド,  退職手当50,000ポンド, およ
び10,000ポンド相当の車両｡
論説
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常任判事は, ４点全てについて原告に不利な判決を下し, たとえ不法な
行為があったとしても, 原告が不公正な扱いを受けたことにはならないと
判示した｡ 原告は, 退職手当についてのみ控訴した｡ なお, 被告の行動は
誠実であったとする常任判事の裁定は, 問題にされなかった｡
原告は, 次のように主張した｡
 常任判事の, 会社の業務は, 不公正に侵害を与える方法では行なわれ
ていなかったとする解釈は間違いであり, また, 非公式に経営される会
社に対する法の適用に関して, 貴族院判決のガイダンスの適用に誤りが
あり,  常任判事による, 不公正な侵害があった場合の461条に基づ
く救済の拒否は, 誤りである｡
被告は, 次のとおり主張した｡




判示‐ 証拠に基づき, 原告は, 30,000ポンドの支払金で合意したた




あり, 当該訴訟により救済が受けられる場合には, 原則として, 459条に
依拠するのは不適切である, とする見解は, 無視すべきである｡  この
支払は, 会社資金の不当な支出を表すものであり, 被告はこれに逆らうこ
とはできない｡  訴えた当該行為が, 不公正ではないが不法であること
を根拠とする申立を拒絶するには, 法的権利に基づいて請求している株主
としての原告が, 権利に基づく返還請求の主張を衡平の原則により制限さ







Re Phoenix Office Supplies Ltd事件
原告は, コンピュータ会社の従業員兼役員であった｡ 他に２名の役員が
おり, 各々が３分の１の株式を保有していた｡ ３名の役員は, 互いの間の
協定を正式に株主間契約とし, 退社する際の規定を設けたが, 当該契約は






に, 他の２名の役員は, 原告が役員の職を辞したものとして, 原告に対し
会社の記録や会計帳簿の利用を拒絶した｡ 原告は, 当該会社の業務が, 原
告の利益を損なう不公正な方法で行なわれているとして, 1985年会社法
第459条により, 申立を行った｡ 裁判官の判断は, 何れの役員も会社を去
る際には会社の純資産の３分の１の分配を受ける資格を持つ準組合に相当
するという共通の認識を, 被告役員が破ることにより, また, 原告が役員
の職を辞したものとして不当に扱い, その上, 当該会社の経営への関与お
よび, 会社の記録や会計帳簿の利用を排除することにより, 原告の株主と
しての利益は不公正に侵害された, というものであった｡ 裁判官は, 他の
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(68) Re Phoenix Office Supplies Ltd [2002] 2 BCLC 556.
その他の事例として以下のものがある｡
論説
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Profinance Trust SA v. Gladstone [2002] 1 BCLC 141.
1994年, Ｓ氏およびＧ氏は, コンピュータメモリ販売事業の設立条件に
合意した｡ 当該事業を推し進める会社として, Americanino社がこれに当
たることとなった｡ 立ち上げ資金は, パナマの会社である Profinance
Trust SAが提供することとなり, 資産や事業に投資する持株会社である
当該会社の法定代理人兼代表者は, Ｓ氏である｡ Ｇ氏は, 日々の経営の管
理に当たることとした｡ この会社の株式は, Profinance Trust SAとＧ氏と
で均等に保有する｡ この契約が効力を生じ, 同社が取引を開始したのは
1994年であった｡ Ｓ氏は, Profinance Trust SAの代表取締役であった｡ 同
社は財政的に良好で, 取引の初年度において, Profinance Trust SAにより
同社に対し立て替えられた立ち上げ資金を返済した｡ 1996年には, 同社の
株式資本をＧ氏が60％, Profinance Trust SAが40％となるように株式保有
を調整した｡ 1997年の春には, Ｇ氏とＳ氏との間に深刻な対立が生じ, 結
局, 1997年３月にＳ氏は同社の取締役を辞任した｡ 1997年12月,
Profinance Trust SAは, 同社の業務が不当に Profinance Trust SAの利益
を損なうことを根拠に, 1985年会社法459条による申立を提起した｡ この
申立で求められた救済は, Profinance Trust SAが保有する同社の株式を
1997年４月からの商事利率による利息と共に320,000ポンドで, または裁
判所が妥当と考える価額で買取るという命令である｡ Ｇ氏は, 1997年４月
初旬の会議において, Profinance Trust SA保有の株式を買取る意向を示し
たが, 提示した対価は, Profinance Trust SAが受け入れられるものではな
かった｡ 2000年３月にも, Ｇ氏によりそれらの株式を買取る意向が示され
た｡ 保有株式の評価という重要な問題は, 公判に託された｡ 審理の直前に,
双方から指示された会計士が, 同社の全株式資本を５つの異なる時期にお
いて評価することで合意に達し, 第１期 (82,000ポンド) を, Ｓ氏が同社
の取締役を辞任した1997年４月とし, 最終期 (215,000ポンド) を, 通知
時の2000年３月とした｡ 申立の審理において, 被告は, 申立に十分な根拠
があることを認め, 原告は, 合意した評価には, 申し立てた不正行為に起
因する株式の価値を損なういかなる要素も排除されていることを認めた｡
これを基に, 予備判事 ([2000] 2 BCLC 516) は, Ｇ氏に対し, Profinance
の所有株式の46,600ポンドでの買取を命じたが, これは80,000ポンド (申
請時の合意額) の40％の額に Profinanceの金銭受領の遅滞と, その金銭を
他の投資機会に投入できたことに対する補償として45％を上乗せしたもの
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条により買取価額の中に利息または疑似利息の要素を含むことができるこ
とを判定する法律を誤ったと主張して抗告した｡




すい｡ それは, 予備判事に, 彼自身が判定しなければならない紙一重の争
点に関して, 自分の裁量を下す際に, 極めて難しい任務を与えてしまうか
らである｡ 合意または判事の所見により確定した特定の事実を参照するこ
とによってのみ, 裁判所の裁量は下すことができる｡ 本件の場合, その判
定に必要な材料が, 危うく予備判事の手に渡らないまま当該判事に未解決
の問題が提示されるところであったと言える｡




あった｡ 自己の株式の買取を求める原告が, (自己のみの請求として, あ
るいは他の方法であったとしても) 株式は比較的古い時期において評価さ
れるべきであるが, その場合それ相当の利息で増額されるべきであると主
張する場合, 当該原告は, その請求を明確に提出し, 公正な解決にそれが
唯一または最良の方法である証拠を以って, 裁判所を説得しなければなら
ない｡ 原告の請求が, 通常の利率による単利程度のものでなければ, 当該




きない｡ それは, 法廷が早い時期の評価日を採用すること (あるいは, 単
により最近の日付を採用することが不可能であった) が公正であるという
状況証拠は, 原告による利息相当額の請求と大きく関係するからである｡
 当局は, 特定の事例の事実において, どの時期を評価日にすること
が公平であるかを判断する際に, 念頭に入れておかなければならない２つ
の相反する考え方があることを示した｡ １つは, 株価は, 株主が売却しよ
うとする株式の価値を反映するように, できるだけ実際の売却に近い日付
で評価すべきであるという考え方である｡ 他の１つは, 申立の日付は, 原
四 2006年イギリス会社法における改正の経緯とその内容



























 裁判所は, 独自の裁量権を行使し, 本件の最も公正な方向性として
は, 一審の審理における同意価額を採用し, 215,000ポンドとなる｡ 抗告
は認められ, Ｇ氏に対する命令は, Profinanceが保有する同社の40％の株
式を86,000ポンドで買取ることに置き換えられた｡
(69) Law Commission, Shareholder Remedies : A Consultation Paper (Law
Commission Consultation Paper No. 142, Stationery Office, 1996). 以下
｢Consultation Paper｣ と略する｡
(70) Law Commission, Shareholder Remedies (Law Commission Report No.












と, および, 会社による買取の場合には, それに伴う会社資本の減少のみ















からの排除に関する主張である｡ これは, 一般的に, もっとも申し立てら
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(71) See Consultation Paper, Part 18, at p. 180.
(72) See Consultation Paper, Paras. 18.418.8.













意外なことに, 同委員会は, その諮問書の中で, 自らの提案について慎




は, 救済案における限界に対するものである｡ すなわち, その救済は, ６
名の株主を有する会社も利用可能なものであるべきであり, それでなけれ
ば, 会社を当該救済の対象外とするために, より多くの株式が発行されう







ろ, 救済をある種の ｢過失状況｣ (すなわち, 不当な排除があった場合)
に制限する際に生じる問題であった｡ また, 実務家 (practitioners) およ
び学者からは, ｢買取｣ による救済が望ましい場合には, ｢無過失｣ の状況
論
説
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(74) 訴訟のおよそ21％は, 被告の株式の売却命令であった｡
(75) これらの統計については, see Consultation Paper, Appendix E.
(76) A. J. Boyle, Minority Shareholders’ Remedies, (2002) at p. 119120.
(77) See Consultation Paper, paras. 18.2 and 18.718.11.






を希望していた場合, ならびに, 構成員が単に, その会社への関与を止め
ることを希望した場合である｡
諮問書は, 自らの ｢指針 (guiding principles)｣ の１つを引用すること
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(79) See Consultation Paper, para. 18.10.
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(81) See Consultation Paper, para. 18.11.
(82) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 120121.
(83) See Report, Part 3.
(84) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 122.
(85) See Report, paras. 3.183.25.
(86) See Report, para. 3.14.
または発生する費用が, 訴訟手続から一方当事者が最終的に得る利益を上
回る場合, 理論的には優れた救済であっても, 実際にはわずかな利益しか











｢並行する手続｣ の重複と複雑さを, ともに回避することにある｡ すなわ


























70(203) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(87) Report, para. 3.23.
(88) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 122.
(89) See Report, para. 3.273.30.




的アプローチは, 過去 (つまり, 会社の歴史全体) に焦点を合わせるべき
ではなく, 救済の必要性を生んだ直近の状況に焦点を合わせるべきである
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(90) Report, para. 3.28.
(91) Report, para. 3.35.
(92) See Report, para. 3.37.
(93) これは明らかに無限責任会社と保証有限責任会社を除外している｡













こと) を確定する際には, 信託に基づいて保有されている株式, または名
義株主が保有する株式は対象とされない｡ それゆえ, 申立人の名義で保有
されていない株式 (または他の所有者経営者の名義で保有されていない株
式) は対象とされない｡ しかしながら, 当該推定の恩恵を受けたいと考え
ている申立人である株主は, 自らが所有する株式に関して, 信託の設定を
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(95) Report, para. 3.453.47.
(96) Report, para. 3.48.
(97) See Report, para. 3.50.
(98) See Report, para. 3.51.
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(100) Report, paras. 3.543.55. A. J. Boyle, supra note (76), at p. 122124.
(101) Report, para. 3.62.
(102) Report, paras. 3.603.61.
び会社) に対して申立人は通知を行い, 自らの株式を比例計算に基づいて
買取るように, 他の株主に申立人は要求しなければならない, とすること











法律委員会は報告書の中で, 同委員会が以前提案していた ｢無過失｣ 状
況における手続の利用は除外すると決定した｡ 制定法上の手続によって,





｡ 法律委員会は, 退出の権利の効用を認めつつも, 当該権利は附属
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(103) Report, para. 3.63.
(104) Report, para. 3.64. A. J. Boyle, supra note (76), at p. 124125.
(105) Report, para. 3.66. See Consultation Paper, para. 14.11.
















３年間, 株主は申立を提起することができることになる｡ さらに, 不公正
な侵害にあたる行為を構成すると主張される事実があったときから起算し
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(107) DTI Consultation Paper on Shareholder Remedies, para. 3.9.
(108) DTI Consultation Paper on Shareholder Remedies (DTI, URN 98 /994,
November 1998).
(109) Ibid., paras. 13.15413.158.
(110) Ibid.























変更の提案としては, 459条に基づく申立の告示 (advertisement) は, 裁
判所の命令に従う場合を除き禁止することを述べた明示の規定を置き, こ
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(112) Ibid., para. 3.11.
(113) Ibid., para. 3.12. A. J. Boyle, supra note (76), at p. 131132.
(114) SI 1986 No. 2000.
(115) Report, paras. 4.504.53. See now the Civil Procedure Act 1997.
(116) Report, paras. 4.544.56.






















して, 救済命令に清算を加えるという変更) は, 十分議論されていたよう
である｡ 459条と122条第１項ｇ号に基づく救済は重複しているが, それ
よりも優れた解決策を提供している｡
｢枠組み作り (developing the framework)｣ において示された過度に慎
重な見解は, 残念なくらい消極的で, 気後れしているようにも見える｡ 議
論
説
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(118) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 132133.
(119) See, however, John Lowry, (1997) 18 Company Lawyer 247 at 2535,












考え, 株式の買取を望む場合の, ｢無過失｣ 状況にまで救済を拡大すべき
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(120) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 132133.
(121) Ibid.
(122) See Report, para. 1.9.
(123) See Report, paras. 3.653.66.
(124) Consultation Paper, para. 19.2.
(125) Report, para. 5.1.
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(127) See Report, para. 5.5 and Appendix C, Draft Regulation 19(2) and
19(3).























状況の例を２つ提示している｡ その２つの状況とは,  取締役である株




事象を規定することは, 会社の自由である｡ 当該決議には, 適用対象とな
る株主の氏名も記載されていなければならず, 当該株主は当該決議に同意
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(129) See Report, paras. 5.6 and 5.9. A. J. Boyle, supra note (76), at p. 133134.
(130) See Consultation Paper, para. 19.11.
(131) Report, para. 5.13.
(132) Report, paras. 5.175.18.
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(134) Report, Appendix C(2).
(135) See Report, para. 5.29. A. J. Boyle, supra note (76), at p. 134135.
(136) Report, Appendix C, Draft Regulation 119(6).
(137) Ibid.
(138) See Report, Appendix C, Draft Regulation 119(7).
(139) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 135.
(13) ｢独立した人｣
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(140) See Report, Para. 5.26 and Appendix C, Draft Regulation 119(13).
(141) See Report, Appendix C, Draft Regulation 119(5).
(142) Report, para. 5.26.
(143) Report, para. 5.28 ; Consultation Paper at 19.8.
(144) Ibid.
(145) Report, para. 5.28. 報告書はまた, 分割による購入価格の支払いの規
創設された権利を株主が行使する前に, 退出の権利を創設した決議の効
力を停止するような, 状況の変化がもたらす問題を, 報告書は取り扱って























よく考えられた, ｢自力救済｣ の方法であるように思われる｡ 関連するさ
まざまな対立する利害を, 慎重に調整している｡ 実施することから得られ
る長年の経験があって初めて, 当該救済の効用, 公平性, 安定性の全体像
論
説
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定に関する提案を却下している：Report, para. 5.30.
(146) See Report, para. 5.23 and Appendix G, Draft Regulation 119(6).
(147) Report, Appendix C, Draft Regulation 119(16)(a).
(148) Report, Appendix C, Draft Regulation 119(20).
(149) Report, Appendix C, Draft Regulation 119(20). A. J. Boyle, supra note


























説得力が高かったものとしては, 次のような議論があった｡  株主の申
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(150) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 137.
(151) Consultation Paper, para. 19.11.
(152) See consultation Paper, paras. 19.1319.14.
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(154) Report, para. 5.30. The DTI’s Consultation Paper on Shareholder Reme-
dies, para. 12.8 accepts the Law Commission’s view.
(155) Consultation Paper, paras. 19.1619.17. See Appendix H, Draft Regula-
tion 121.
(156) Report, paras. 5.395.48.
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(158) See Developing the Framework, para. 4.103.
(159) A. J. Boyle, supra note (76), at p. 137139.
(16) 1998年以降の改正作業
上述, 法律委員会の勧告は, イギリス会社法の全面改正の中で行われた｡
他方, 会社法改正の基本的方向を示す文書として, 通商産業省 (DTI) は,
1998年３月, ｢競争的経済のための現代的会社法｣ を公表し, その後, 会
社法の各分野についても, 次々と改正に関する報告書を公表し, 意見を聴
取する作業を進めた｡ 不公正な侵害行為の救済制度を含めた株主救済につ





(Modern Company Law for a Competitive Economy; Developing the Frame-
work) であり, その第４章 ｢コーポレート・ガバナンス：株式と株主｣
において, 459条の改正問題を取り上げている｡ ただし, この報告書が公
表される前に, 459条に関して重大な貴族院判例 (O’Neill v. Phillips事件)
が現れたことから, 459条に関する改正議論はこれまでとはかなりトーン
の異なったものとなっている｡ 第二は, 2000年11月に公表された報告書
(Modern Company Law for a Competitive Economy; Completing the Struc-
ture) であり, 第５章 ｢コーポレート・ガバナンス：株式と株主｣ におい
て, 少数派株主の権利と救済を取り上げ, 459条についての同グループの
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判例との関係で問題を生じるのではないかとして, O’Neill v. Phillips事件
判決に言及している｡ そして, 同グループとしては, 次のような理由で,
O’Neill v. Phillips事件判決は覆されるべきではないとの見解を示した｡ す
なわち, 不公正な侵害の主張を無制限に認めることは, 結果として, あら
ゆる種類の事実の主張が認められる可能性につながり, そのことが, 不公
正という事実を組み立てるために可能な限り広範な証拠の提示を求めるこ








に放棄されている｡ そして, 最終報告書においては, O’Neill v. Phillips事
件判決は覆されるべきではないとの見解を再度表明している｡ このように
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(161) 川島・前掲論文注(160)50頁｡

















第一は, 取締役による経営上の過失 (negligence), 任務懈怠 (default),






















すなわち, 代表訴訟の提起は, 第11編第１章 (260264条) に規定され
る場合と不公正侵害救済のための訴訟の追行中 (994条) に限定される
(260条２項)｡ 原告適格は現在当該会社の株主であれば足り, 行為時株主
の要件は求められない (260条４項)｡ 代表訴訟を申し立てる株主は, 裁
判所にあらかじめ許可を得なければならない (261条)｡ 裁判所は,  172
条 (会社の成功を求めるべき義務) に従って行為する者が, 当該訴訟を継
続しようとしないとき,  未だなされていない行為について, 事前に会
社の承認があるとき,  すでに行われた行為について会社の承認・追認
があるときには, 訴訟の継続を認めてはならない (263条２項各号)｡ 裁
判所は訴訟の継続について判断する際に次の事項を考慮しなければならな
い (263条３項)｡  当該株主が誠実に行為しているか,  172条に従っ
て行為する者が訴訟の継続を重視しているか,  未だなされていない行
為について, 会社が承認・追認しうるか, または承認・追認すると予想さ
れるか,  すでに行われた行為について, 会社が追認しうるか, または
追認すると予想されるか,  会社が当該訴訟を遂行しないと決定してい
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んでいる｡ 例えば, 株主は, たとえ関与している取締役が過失による利益
を享受していなくても, 取締役に対する代表訴訟を提起することが可能で
ある｡これは,現行法からの重要な変更点である (Pavlides v. Jensen [1956]
















立するために, 十分な証拠を提出しなければならない｡ この段階では, 裁
判所には, 原告に代わって提出された証拠を熟慮することのみが必要とさ
れる｡ 裁判所が申請を却下しない場合, しかるべき必然的な指示が命令さ
れる｡ すなわち, 会社に対して証拠を提出する指示が命令される｡ そして,
論説









































































































































リスにおいては, 裁判所に衡平法 (エクイティ) 上の権限が認められてい
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The Doctrine of Minority Shareholder Protection
―English Law and its Implications―
Yumiko MORIE
This paper studies the “unfair prejudice remedy” directly stipulating the
protection of minority shareholders in the Companies Act in UK. Under ma-
jority rule, there is a risk that the interests of minority shareholders will be
sacrificed as preference is given to the interests of the majority in all situa-
tions. This paper studies the systems protecting minority shareholders in
the UK and Japanese Companies Acts based on the theme of how minority
shareholders should be protected from the tyranny of majority shareholders.
By providing a general overview and history of the system, and examining
the types of acts covered by remedies along with the types of court orders
issued, we reveal how the system functions and perform a legal comparison
with Japanese Law. Furthermore, the UK Companies Act was reformed in
2006, and these reforms have been incrementally enforced since October
2007. Because the system has been reformed slightly as a result, I also iden-
tify the reforms that have been made.
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